
平成23年9月期 決算短信〔日本基準〕（非連結） 
平成23年11月10日

（百万円未満切捨て）

上場会社名 株式会社 篠崎屋 上場取引所 東 

コード番号 2926 URL http://www.shinozakiya.com/
代表者 （役職名） 代表取締役社長 （氏名） 樽見 茂

問合せ先責任者 （役職名） 経営企画部長兼IR室長 （氏名） 沼嵜 昭宏 TEL 048-970-4949
定時株主総会開催予定日 平成23年12月15日 有価証券報告書提出予定日 平成23年12月16日

配当支払開始予定日 ―

決算補足説明資料作成の有無 ： 有

決算説明会開催の有無 ： 有

1.  平成23年9月期の業績（平成22年10月1日～平成23年9月30日） 

 

(2) 財政状態 

 

(3) キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年9月期 5,256 △9.8 △9 ― △9 ― △35 ―

22年9月期 5,825 5.9 203 △2.3 196 1.6 206 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

23年9月期 △249.49 ― △2.6 △0.4 △0.2

22年9月期 1,439.56 ― 16.4 8.2 3.5

（参考） 持分法投資損益 23年9月期  ―百万円 22年9月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年9月期 2,183 1,346 61.7 9,325.94
22年9月期 2,337 1,372 58.7 9,546.45

（参考） 自己資本   23年9月期  1,346百万円 22年9月期  1,372百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

23年9月期 182 △50 △63 114
22年9月期 529 △227 △467 46

2.  配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
純資産配当

率第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

22年9月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―

23年9月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―

24年9月期(予想) ― 0.00 ― 0.00 0.00 ―

3.  平成24年9月期の業績予想（平成23年10月1日～平成24年9月30日） 
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 2,580 △1.0 140 ― 141 ― 129 ― 894.93
通期 5,014 △4.6 213 ― 215 ― 191 ― 1,327.74



4.  その他 

(1) 重要な会計方針の変更 

(2) 発行済株式数（普通株式） 

① 会計基準等の改正に伴う変更  ： 有

② ①以外の変更  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年9月期 144,366 株 22年9月期 143,766 株

② 期末自己株式数 23年9月期 ― 株 22年9月期 ― 株

③ 期中平均株式数 23年9月期 144,234 株 22年9月期 143,638 株

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
 この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続は
終了しておりません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る本資料発表日現在における仮定を 
前提としています。実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる結果となる可能性があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用 
にあたっての注意事項等につきましては、添付資料の３ページ「１．経営成績 次期の見通し」を参照してください。 
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(1) 経営成績に関する分析 

 当社は前期末で外食事業、卸売事業から実質撤退し製造小売事業に全ての経営資源を注力し今年度は、「本気力」

を経営方針に、本気の販売、本気のものづくり、本気の無駄の削減を推し進めてまいりました。 

 まず、販売力を強化するために、本部サイドによる受発注、数値・シフト管理及び店舗指導を実施するマネージャ

ーシステムを稼働し、毎日10時、14時、17時と３回以上各店舗と情報やノウハウの共有化を図り店舗あたりの顧客数

増加による売上高拡大を推進いたしました。結果、店舗あたりの売上高は計画比105.8％を実現することができまし

た。一方で、第３四半期以降は店舗数の増加及び売上高拡大に伴い店舗サイドの販売体制構築が課題となりました。

そのため、第４四半期以降は販売体制の見直しを開始し受発注・販売手法・人材育成をテーマに取り組みました。 

 また、出店につきましては期初20店舗程度を計画し、第２四半期累計期間までに10店舗出店しました。一方で第３

四半期以降は今後の店舗展開を踏まえた上でマネージャー及び店舗サイドの人材育成を優先すべきとの判断の下、物

件選別をより強化した結果、４店舗の出店となりました。一方で顧客数増加の見込めない４店舗を退店し10店舗の純

増となりました。  

 商品開発につきましては、顧客の来店頻度向上をテーマに曜日・期間限定を中心に集客効果が見込める商品を開

発・販売いたしました。その中でも、ロングセラー商品の「もっちり玉」「とうふボール」「豆富水餃子」に加えて

新商品の「とうふつくね棒」はシリーズ化し固定客増加に貢献しました。 

 ただし、第４四半期以降につきましては、新店の減少及び東日本大震災の影響と思われる個人消費の変化に加え

て、前期に引き続き猛暑に対応した豆腐類の商品開発効果が想定を下回り、売上高は計画を20％程度下回り来期の課

題となりました。 

 結果、売上高は第３四半期累計期間までの計画増加分で通期計画を上回ることができました。 

 また、販管費につきましては、今年度推進している本気の無駄の削減を継続し、売上増加に伴い運賃等の変動費は

増加しましたが、人件費を含めた固定費部分につきましては、ほぼ計画通りとなりました。 

 一方で、利益につきましては、第４四半期会計期間に豆腐・揚げ物類の販売数量が計画比20％程度下回り工場の稼

働率が低下し原価の上昇要因となりました。加えて、自社工場製品と比較して利益率が低い協力工場の商品販売の構

成比が高まったため、売上総利益率が計画比４ポイント強下回ることとなりました。  

 以上の結果、当事業年度の売上高は 千円（前事業年度比 ％減）、営業損失は 千円（前事業年度

は営業利益 千円）、経常損失は 千円（前事業年度は経常利益 千円）、当期純損失は 千円

（前事業年度は当期純利益 千円）となりました。 

  

 なお、当事業年度の出店状況は、次のとおりであります。 

（単位：店）

（注）１．小売事業の直営店の増加に外食事業からの区分変更による１店舗の増加を含んでおります。 

２．外食事業につきましては、店舗数が減少したことから当事業年度より出店状況から除外しております。な

お、当事業年度末における外食事業の店舗数は６店舗です。 

３．従来工場直売所のＦＣ店に区分していたものは、当社商品の販路としてより緩やかな関係の加盟店の位置

づけに変化しているところから、表示を「工場直売所（加盟店）」に変更しております。 

  

１．経営成績

5,256,090 9.8 9,995

203,962 9,506 196,402 35,985

206,774

  
前事業年度末 

店舗数 
増加 減少 

当事業年度末 

店舗数 

小売事業  工場直売所（直営店）   63  14  4  73

その他事業  工場直売所（加盟店）   104  19  26  97

合計  167  33  30  170
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次期の見通し（平成23年10月１日～平成24年９月30日）  

 当社は、前期末に外食事業、卸売事業から実質撤退し、製造小売（豆腐版ＳＰＡ）事業に経営資源を集中し、「本

気力」を経営方針に、本気の販売、本気のものづくり、本気の無駄の削減を推し進めてまいりました。販売を強化す

るために、顧客の来店頻度向上を目指し商品開発に注力した結果、自社工場製品である豆腐・揚げ物類の売上高への

影響力が低下したこともあり、来期より小山工場、水海道工場の製造機能を外部企業に委託し、全ての経営資源を販

売と商品の企画・開発に注力し製造小売（豆腐版ＳＰＡ）モデルの構築を図ってまいります。同時に協力工場のネッ

トワーク拡大を推進して大豆加工食品をテーマにあらゆるカテゴリーの商品販売に取り組んでまいります。 

 また、来期は「現場主義」を経営方針とし全ての社員が現場と関わり、人材の育成・情報及びノウハウの共有化を

推進してまいります。また、これらを優先し現場である店舗の収益基盤を確固たるものにするために、スクラップア

ンドビルドを前提として新店、退店ともに５店舗程度を計画しております。 

 これらの方針の下で、通期業績につきましては、売上高5,014百万円（当事業年度比4.6％減）、営業利益213百万

円（当事業年度は営業損失9百万円）、経常利益215百万円（当事業年度は経常損失9百万円）、当期純利益191百万円

（当事業年度は当期純損失35百万円）を見込んでおります。 

  

(2) 財政状態に関する分析 

① 当事業年度末における資産、負債及び純資産の状況 

（資産）  

 当事業年度末における資産の残高は、前事業年度末と比較して 千円減少し 千円となりまし

た。主な要因は、現金及び預金が 千円増加した一方、売掛金が 千円減少及び有形固定資産が

千円減少したこと等によるものであります。 

（負債）  

 当事業年度末における負債の残高は、前事業年度末と比較して 千円減少し 千円となりました。

主な要因は、買掛金が 千円増加した一方、未払金が 千円減少及びリース債務合計が 千円減少

したこと等によるものであります。 

（純資産）  

 当事業年度末における純資産の残高は、前事業年度末と比較して 千円減少し 千円となりまし

た。これは利益剰余金の減少 千円と、資本金及び資本剰余金がそれぞれ 千円増加したことによるも

のであります。  

  

② キャッシュ・フローの状況 

 当事業年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度と比較して 千円増加

し 千円となりました。 

 当事業年度における各キャッシュ・フローの状況は、次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は、 千円（前事業年度は 千円の収入）となりました。これは主

に、増加要因として減価償却費及びその他の償却費 千円、売上債権の減少額 千円、減少要因とし

て税引前当期純損失 千円、たな卸資産の増加額 千円、未払金の減少額 千円等によるものであ

ります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は、 千円（前事業年度は 千円の支出）となりました。これは主

に、有形固定資産の取得による支出 千円及び敷金及び保証金の差入による支出 千円等によるもので

あります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は、 千円（前事業年度は 千円の支出）となりました。これはリー

ス債務の返済による支出 千円及び株式の発行による収入 千円によるものであります。 

  

153,775 2,183,619

68,142 128,205

149,635

127,668 837,271

23,679 65,931 73,843

26,106 1,346,348

35,985 4,939

68,142

114,594

182,464 529,194

178,210 128,058

17,170 38,952 64,190

50,352 227,502

45,481 46,135

63,965 467,327

73,843 9,878
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（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移 

(注)各指標はいずれも個別ベースの財務数値を用いて、次の計算式により算出しております。 

  自己資本比率            ：自己資本／総資産 

  時価ベースの自己資本比率      ：株式時価総額／総資産 

  キャッシュ・フロー対有利子負債比率 ：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

  インタレスト・カバレッジ・レシオ  ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

 ※１．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数により算出しております。  

２．有利子負債は、貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っている全ての負債を対象として

おります。 

３．営業キャッシュ・フロー及び利払いは、キャッシュ・フロー計算書に計上されている「営業活動による

キャッシュ・フロー」及び「利息の支払額」を用いております。 

  

(3) 利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 当社では、会社設立以来、配当実績はありません。当面は今後の事業展開に備えるため、内部留保による財務体質

の強化に努める方針であります。 

 しかし、株主に対する利益還元についても重要な経営課題と認識しており、早期に配当可能な財政状態を実現し、

将来的には配当等を通した利益配分を行ってまいりたいと考えております。 

  

(4) 事業等のリスク 

 以下において、当社の経営成績、今後の事業展開その他に関するリスク要因となる可能性があると考えられる主な

事項を記載しております。なお、当社は、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場

合の対応に努める方針であります。 

① 今後の事業戦略及び出店政策 

 当社は、お客様に「いいものを安く」提供すること、高品質な製品を適正価格で販売するという創設以来の事業

方針に基づき、今後も全社において小売事業を積極的に進めてまいります。小売直営店は、不採算店を閉店する場

合においても、損失が極めて限定されるよう、出店時に造作を行わないなど可能な限り費用を抑えることで相当に

リスクは限定されております。 

 出店政策につきましては、来期は小売直営店について５店舗程度の出店を計画しております。出店のための人材

採用や出店地の確保が、当社の計画通りに進捗する保証は無く、計画との大幅な乖離が発生した場合には、当社の

業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

② 債権管理について 

 当社は、取引先や小売加盟店に対しての売上債権や売上金の保全に努めますが、当該取引先または小売加盟店が

経営不振等に陥った場合、当該取引先や小売加盟店から売上債権や売上金が回収できない場合が想定されます。ま

た、直営店舗につきましては敷金・保証金等の保全に努めますが、当該店舗賃貸者等が経営不振に陥った場合、敷

金・保証金等の回収ができない場合が想定され、それらの結果、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能

性があります。 

  

③ 特定人物への依存 

 当社事業の創始者であり推進者である代表取締役社長樽見茂は、設立以来、経営方針及び事業戦略の決定を行

い、事業運営の中心としての役割を果たしております。同氏に対する依存度が高いため、何らかの理由により同氏

が経営から離れるような事態となった場合には、当社の業績及び今後の事業推進に影響を及ぼす可能性がありま

す。 

  

 平成21年９月期 平成22年９月期  平成23年９月期

自己資本比率(％)   46.6  58.7  61.7

時価ベースの自己資本比率(％)  44.5  103.5  82.0

キャッシュ・フロー対有利子負債比率(％)   155.0  38.6  71.6

インタレスト・カバレッジ・レシオ(倍)  38.82  177.79  －
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④ 当社の管理体制について 

 当社が今後業容を拡大していく際、併せて内部管理体制も強化・充実させていく必要があります。しかし、当社

の事業の拡大や人員の増強に対して、適切かつ十分な組織的対応ができるか否かは不透明であり、その結果、当社

の事業遂行及び拡大に影響を及ぼす可能性があります。 

  

⑤ 食品衛生の安全管理について 

 当社の事業の多くは、「食品衛生法」の規制を受けており、監督官庁より営業許可を取得しております。当社で

は、食品販売における衛生管理の重要性に鑑み、法定の食品衛生検査をはじめ、食品衛生責任者の設置、害虫駆除

の定期的実施等により、安全な商品を顧客に提供するため衛生管理を徹底しております。 

 しかしながら、食中毒等の衛生問題が発生した場合、当社において損害賠償の請求を受けたり、商品回収による

損失及びその費用が発生したりするほか、当社のブランドイメージ低下による売上の減少等により、当社の業績に

影響を及ぼす可能性があります。 

  

⑥ 小売加盟店について 

 当社は、小売加盟店オーナーとの間で締結する売買基本契約に基づいて、当社の所有するブランド名にて小売店

展開を行っております。従って契約の相手先である加盟店における不祥事などにより、小売事業全体のブランドイ

メージが影響を受けた場合、当社の業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

  

⑦ 災害等の発生による影響について 

 当社は、関東地方において店舗・事務所を展開しており、これらの店舗や事務所が地震・洪水等の自然災害や犯

罪等の発生による被害を被る可能性があり、その被害の程度によっては、当社の業績及び財政状態に影響を及ぼす

可能性があります。 

 また、地震・台風等の大規模自然災害により取引先の工場・倉庫・輸送手段等が被災し、商品供給が影響を受け

る可能性があり、その被災の程度によっては、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

⑧ 情報リスクについて 

 当社は、店舗及び事務所等において、ネットワークを構築し、営業・財務・個人データ等の様々な会社情報をコ

ンピューター管理しております。ＩＴ統制・ＩＴ業務管理規程等を設けて、厳正な情報管理を実施しております

が、犯罪行為やネットワーク障害等により、情報の漏洩・流出及びシステムが破壊される事等により営業活動に支

障が生じた場合は、当社の業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 
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 最近の有価証券報告書（平成22年12月17日提出）における「事業系統図（事業の内容）」及び「関係会社の状況」か

ら重要な変更がないため開示を省略しております。 

  

(1) 会社の経営の基本方針 

 当社は、「いいものを安く」消費者に提供することを企業コンセプトに豆腐・豆乳等大豆加工食品の企画・開発・

販売を通して製造小売（豆腐版ＳＰＡ）事業を推進しております。 

 また、製造小売（豆腐版ＳＰＡ）事業を推進する上で重要な課題となる商品の企画・開発と販売力の強化を図って

まいります。そのため「いいものを安く」を主眼にした、大豆たんぱく質をテーマとする消費者の健康に配慮した商

品企画・開発力及び「三代目茂蔵工場直売所」の出店による販売力を両輪として当社のブランド力を強化し企業価値

拡大に取り組んでまいります。 

  

(2) 目標とする経営指標 

 当社は、拡大成長が見込まれる小売事業に経営資源を集中させることで収益の最大化に向けて邁進しております。

従いまして、主要な経営指標といたしましては、本業の儲けを示す営業利益及びその効率性を示す営業利益率を重視

しております。 

(3) 中長期的な会社の経営戦略 

 当社の経営戦略の根幹は、「いいものを安く」消費者に提供し続けることにより、強固な収益基盤と成長を実現し

ていくことです。そのために、①お客様に価値を感じて頂きながら適正な利益を確保するための販売チャネル（製造

小売モデル）を拡大すること、②お客様のニーズに合った、またニーズを喚起出来る製商品をたゆまなく開発してい

くこと、以上を中長期的な経営戦略における主要テーマとして注力し、小売店による販売チャネルを一層拡大するこ

とで、より幅広い購買者層に当社ブランドの認知度を向上させ、収益基盤をより強固なものとし、持続的な成長を実

現し企業価値向上を図ってまいります。 

(4) 会社の対処すべき課題 

① 小売事業モデルについて 

 当社は、製造小売（豆腐版ＳＰＡ）事業に全ての経営資源を集中し商品力と販売力を両輪に事業拡大を推進して

おります。その際に販売力を強化するための人材の採用や教育の強化及び直営小売店の出店を加速していく上で店

舗用地の情報収集能力の強化は重要な課題であると考えており全社を掲げて取り組んでまいります。 

② 新商品開発 

 当社は大豆加工食品を中心に商品の企画・開発をしておりますので、消費者に支持され、当社ブランド力を高め

る鮮度感のある新商品を開発していくことは、当社事業を拡大する上で重要な課題であると考えております。消費

者の健康志向や安全・安心に適う、また高い品質のものを出来るだけ安価に提供するべく商品開発に鋭意取り組ん

でまいります。  

③ コンプライアンス体制の強化 

 当社は社会的責任を果たすべく全社的にコンプライアンス体制を整備強化してまいりましたが、当業界を取巻く

消費者の安全・安心志向がより高まる中、コンプライアンス体制をより強化していくことを特に注力すべき課題と

考えております。そのために単なるコンプライアンス体制の整備強化に止まらず、ひとりひとりのコンプライアン

スに対する意識をより高め、社会的責任を果たせるコンプライアンス体制を確立してまいります。 

２．企業集団の状況

３．経営方針
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４．財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成22年９月30日) 

当事業年度 
(平成23年９月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 46,451 114,594

売掛金 246,194 117,989

商品及び製品 63,596 68,018

原材料及び貯蔵品 82,930 117,460

前払費用 46,356 45,101

繰延税金資産 64,263 87,196

その他 37,774 10,627

貸倒引当金 △15,790 △1,070

流動資産合計 571,776 559,918

固定資産   

有形固定資産   

建物 543,467 533,007

減価償却累計額 △292,382 △314,148

建物（純額） 251,084 218,859

構築物 68,709 67,059

減価償却累計額 △43,914 △46,013

構築物（純額） 24,794 21,045

機械及び装置 1,389,989 1,400,229

減価償却累計額 △1,067,629 △1,138,014

機械及び装置（純額） 322,360 262,214

車両運搬具 6,354 3,788

減価償却累計額 △5,296 △3,189

車両運搬具（純額） 1,057 599

工具、器具及び備品 226,925 238,422

減価償却累計額 △131,956 △165,399

工具、器具及び備品（純額） 94,969 73,023

土地 ※1, ※2  692,883 ※1, ※2  675,286

建設仮勘定 13,513 －

有形固定資産合計 1,400,663 1,251,028

無形固定資産   

ソフトウエア 2,173 4,311

電話加入権 1,008 465

無形固定資産合計 3,181 4,777
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成22年９月30日) 

当事業年度 
(平成23年９月30日) 

投資その他の資産   

投資有価証券 120,205 120,205

出資金 404 434

長期貸付金 1,640 －

破産更生債権等 1,289 1,238

長期前払費用 35,010 29,763

繰延税金資産 7,720 －

敷金及び保証金 194,066 217,760

その他 4,027 9,934

貸倒引当金 △2,591 △11,440

投資その他の資産合計 361,772 367,895

固定資産合計 1,765,617 1,623,701

資産合計 2,337,394 2,183,619

負債の部   

流動負債   

買掛金 473,547 497,227

リース債務 73,843 63,290

未払金 147,088 81,157

未払費用 88,585 72,980

未払法人税等 36,466 34,434

前受金 54 －

預り金 4,369 4,022

資産除去債務 － 810

株主優待引当金 8,700 8,600

その他 1,473 433

流動負債合計 834,130 762,954

固定負債   

リース債務 130,641 67,351

繰延税金負債 － 6,965

その他 167 －

固定負債合計 130,809 74,316

負債合計 964,939 837,271
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成22年９月30日) 

当事業年度 
(平成23年９月30日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,710,865 2,715,805

資本剰余金   

資本準備金 2,611,551 2,616,490

資本剰余金合計 2,611,551 2,616,490

利益剰余金   

その他利益剰余金   

固定資産圧縮積立金 10,275 10,275

繰越利益剰余金 △3,960,236 △3,996,222

利益剰余金合計 △3,949,961 △3,985,947

株主資本合計 1,372,455 1,346,348

純資産合計 1,372,455 1,346,348

負債純資産合計 2,337,394 2,183,619
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（２）損益計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年９月30日) 

当事業年度 
(自 平成22年10月１日 
 至 平成23年９月30日) 

売上高   

製品及び商品売上高 5,786,792 5,238,546

その他の売上高 ※1  38,364 ※1  17,544

売上高合計 5,825,157 5,256,090

売上原価   

製品及び商品売上原価   

製品及び商品期首たな卸高 45,974 63,596

当期製品製造原価 2,285,453 1,707,197

当期商品仕入高 1,165,570 1,729,731

合計 3,496,999 3,500,525

他勘定振替高 26,457 11,020

製品及び商品期末たな卸高 63,596 68,018

製品及び商品売上原価 3,406,944 3,421,486

その他の原価 ※2  29,343 ※2  6,438

売上原価合計 3,436,288 3,427,925

売上総利益 2,388,869 1,828,165

販売費及び一般管理費 ※3  2,184,906 ※3  1,838,161

営業利益又は営業損失（△） 203,962 △9,995

営業外収益   

受取利息 3,048 2,604

補助金収入 1,237 1,303

受取賃貸料 3,220 －

受取保証料 － 6,000

その他 3,775 2,699

営業外収益合計 11,282 12,607

営業外費用   

支払利息 2,774 －

為替差損 2,777 192

租税公課 6,390 6,606

その他 6,900 5,319

営業外費用合計 18,842 12,117

経常利益又は経常損失（△） 196,402 △9,506

特別利益   

固定資産売却益 ※4  9,061 ※4  7,135

償却債権取立益 － 1,065

その他 － 180

特別利益合計 9,061 8,380
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年９月30日) 

当事業年度 
(自 平成22年10月１日 
 至 平成23年９月30日) 

特別損失   

固定資産除却損 ※5  49 ※5  4,192

関係会社株式評価損 22,065 －

減損損失 ※6  4,379 －

災害による損失 － ※7  4,973

貸倒引当金繰入額 10,130 －

店舗閉鎖損失 4,969 6,003

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 810

支払補償損失 10,000 －

その他 168 65

特別損失合計 51,761 16,044

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 153,703 △17,170

法人税、住民税及び事業税 25,876 27,062

法人税等調整額 △78,948 △8,248

法人税等合計 △53,071 18,814

当期純利益又は当期純損失（△） 206,774 △35,985
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（脚注） 

  

製造原価明細書

    
前事業年度

（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成22年10月１日 
至 平成23年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

Ⅰ 材料費    1,375,620  60.2  1,038,720  60.9

Ⅱ 労務費    478,358  20.9  294,151  17.2

Ⅲ 経費 ※１  431,475  18.9  374,325  21.9

当期総製造費用    2,285,453  100.0  1,707,197  100.0

合計    2,285,453        1,707,197      

当期製品製造原価    2,285,453        1,707,197      

前事業年度 
（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成22年10月１日 
至 平成23年９月30日） 

（原価計算の方法） 

 原価計算の方法は、単純総合原価計算であり、期中は予

定原価を用い、原価差額は期末において、製品、売上原価

に配賦しております。 

（原価計算の方法） 

同左 

※１．経費の主な内訳は、次のとおりであります。 ※１．経費の主な内訳は、次のとおりであります。 

減価償却費   千円93,222

水道光熱費    千円201,345

消耗品費       千円57,035

産廃清掃費      千円31,927

修繕費 千円9,127

租税公課        千円12,161

リース料     千円5,887

減価償却費   千円97,902

水道光熱費    千円166,267

消耗品費       千円34,532

産廃清掃費      千円16,575

修繕費 千円8,023

租税公課        千円11,455

リース料     千円6,053
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（３）株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年９月30日) 

当事業年度 
(自 平成22年10月１日 
 至 平成23年９月30日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 2,705,926 2,710,865

当期変動額   

新株の発行 4,939 4,939

当期変動額合計 4,939 4,939

当期末残高 2,710,865 2,715,805

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 2,606,612 2,611,551

当期変動額   

新株の発行 4,939 4,939

当期変動額合計 4,939 4,939

当期末残高 2,611,551 2,616,490

利益剰余金   

その他利益剰余金   

固定資産圧縮積立金   

前期末残高 10,275 10,275

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 10,275 10,275

繰越利益剰余金   

前期末残高 △4,167,011 △3,960,236

当期変動額   

当期純利益又は当期純損失（△） 206,774 △35,985

当期変動額合計 206,774 △35,985

当期末残高 △3,960,236 △3,996,222

利益剰余金合計   

前期末残高 △4,156,736 △3,949,961

当期変動額   

当期純利益又は当期純損失（△） 206,774 △35,985

当期変動額合計 206,774 △35,985

当期末残高 △3,949,961 △3,985,947

株主資本合計   

前期末残高 1,155,802 1,372,455

当期変動額   

新株の発行 9,878 9,878

当期純利益又は当期純損失（△） 206,774 △35,985

当期変動額合計 216,653 △26,106

当期末残高 1,372,455 1,346,348
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年９月30日) 

当事業年度 
(自 平成22年10月１日 
 至 平成23年９月30日) 

純資産合計   

前期末残高 1,155,802 1,372,455

当期変動額   

新株の発行 9,878 9,878

当期純利益又は当期純損失（△） 206,774 △35,985

当期変動額合計 216,653 △26,106

当期末残高 1,372,455 1,346,348
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（４）キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年９月30日) 

当事業年度 
(自 平成22年10月１日 
 至 平成23年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 153,703 △17,170

減価償却費及びその他の償却費 177,984 178,210

減損損失 4,379 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） 12,691 364

受取利息及び受取配当金 △3,048 △2,604

支払利息 2,774 －

為替差損益（△は益） 2,777 192

固定資産売却損益（△は益） △8,893 △7,069

固定資産除却損 49 4,192

関係会社株式評価損 22,065 －

店舗閉鎖損失 4,969 6,003

支払補償損失 10,000 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 810

売上債権の増減額（△は増加） 107,021 128,058

たな卸資産の増減額（△は増加） △59,506 △38,952

仕入債務の増減額（△は減少） 152,724 23,679

未払金の増減額（△は減少） △18,292 △64,190

未払消費税等の増減額（△は減少） △27,239 △6,595

その他 16,911 226

小計 551,071 205,153

利息及び配当金の受取額 3,081 2,590

利息の支払額 △2,976 －

法人税等の支払額 △21,982 △25,280

営業活動によるキャッシュ・フロー 529,194 182,464

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △123,683 △45,481

有形固定資産の売却による収入 18,401 32,664

無形固定資産の取得による支出 － △5,107

関係会社株式の取得による支出 △10,775 －

貸付金の回収による収入 14,586 4,080

敷金及び保証金の差入による支出 △116,662 △46,135

敷金及び保証金の回収による収入 9,594 14,285

その他 △18,963 △4,657

投資活動によるキャッシュ・フロー △227,502 △50,352

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入金の返済による支出 △202,461 －

転換社債型新株予約権付社債の償還による支出 △200,000 －

リース債務の返済による支出 △74,745 △73,843

株式の発行による収入 9,878 9,878

財務活動によるキャッシュ・フロー △467,327 △63,965

現金及び現金同等物に係る換算差額 92 △3

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △165,543 68,142

現金及び現金同等物の期首残高 211,994 46,451

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  46,451 ※1  114,594
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 該当事項はありません。 

（５）継続企業の前提に関する注記

（６）重要な会計方針

項目 
前事業年度

（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成22年10月１日 
至 平成23年９月30日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

 (１)子会社株式 

移動平均法による原価法 

 (１)子会社株式 

移動平均法による原価法 

  (２)その他有価証券 

時価のないもの  

 移動平均法による原価法 

 また、投資事業組合等への出資金

は、組合契約に規定される決算報告日

に応じて入手可能な最近の決算書を基

礎とし、持分相当額を純額で取り込む

方法によっております。 

(２)その他有価証券 

時価のないもの  

 移動平均法による原価法 

２．たな卸資産の評価基準 

及び評価方法 

 主として最終仕入原価法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法により算定）を採用して

おります。 

同左 

３．固定資産の減価償却の 

方法 

(１)有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法 

 ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物（建物付属設備を除く。）

については、定額法を採用しており 

ます。 

 なお、主な耐用年数は、次のとおり

であります。 

(１)有形固定資産（リース資産を除く） 

同左 

  建物 ７年～38年

機械及び装置 ８年～10年

  

  (２)無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法 

 なお、自社利用のソフトウェアの償

却期間については社内における利用可

能期間（５年）によっております。 

(２)無形固定資産（リース資産を除く） 

同左 

  (３)リース資産 

所有権移転ファイナンス・リース取引

に係るリース資産 

 自己所有の固定資産に適用する減価

償却方法と同一の方法を採用しており

ます。 

(３)リース資産 

所有権移転ファイナンス・リース取引

に係るリース資産 

同左 

  所有権移転外ファイナンス・リース取

引に係るリース資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法を採用しておりま

す。  

 なお、所有権移転外ファイナンス・

リース取引のうち、リース取引開始日

が平成20年９月30日以前のリース取引

については、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっておりま

す。 

所有権移転外ファイナンス・リース取

引に係るリース資産 

同左 
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項目 
前事業年度

（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成22年10月１日 
至 平成23年９月30日） 

  (４)長期前払費用 

定額法 

(４)長期前払費用 

同左 

４．引当金の計上基準 (１)貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。 

(１)貸倒引当金 

同左 

  (２)株主優待引当金 

将来の株主優待券の利用による費用の

発生に備えるため、株主優待券の利用実

績率に基づいて、翌事業年度以降に発生

すると見込まれる額を計上しておりま

す。 

(２)株主優待引当金 

同左 

５．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

同左 

６．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

(１)消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜方式によ

っております。 

(１)消費税等の会計処理 

同左  

  (２)転換社債型新株予約権付社債の会計処

理 

 一括法によっております。 

―――――――  

（７）会計処理方法の変更

前事業年度 
（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成22年10月１日 
至 平成23年９月30日） 

（配送費の計上区分） 

工場及び物流センターから直営店舗への製商品の配

送費は、従来、売上原価として処理しておりました

が、当事業年度より販売費及び一般管理費として処理

する方法へ変更いたしました。 

この変更は、直営店舗での販売の重要性が増したこ

とに伴い、工場及び物流センターから出荷された製商

品が直営店舗においてほぼ完売されているという実態

に照らした結果、直営店舗での販売が卸売店舗への販

売と同様の取引と考えられることから、直営店舗への

配送費を卸売店舗への配送費と同様に販売費及び一般

管理費として処理する方法に統一することで、経営成

績をより適切に表示するためのものであります。 

この変更により、従来の処理方法に比べ売上原価が

千円減少、売上総利益及び販売費及び一般管理

費が同額増加しております。なお、営業利益、経常利

益及び税引前当期純利益に与える影響はありません。 

237,068

（資産除去債務に関する会計基準の適用） 

当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基

準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び

「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用

しております。 

これにより、税引前当期純利益は 千円減少してお

ります。 

810
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（８）表示方法の変更

前事業年度 
（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成22年10月１日 
至 平成23年９月30日） 

(貸借対照表) 

１．前事業年度まで区分掲記しておりました「立替金」

（当事業年度末の残高は13,784千円）、「短期貸付

金」（当事業年度末の残高は14,202千円）及び「未収

入金」（当事業年度末の残高は9,732千円）は、重要性

が乏しくなったため、流動資産の「その他」に含めて

表示しております。 

２．前事業年度まで区分掲記しておりました「関係会社

株式」（当事業年度末の残高は0千円）、「関係会社長

期貸付金」（当事業年度末の残高は0千円）及び「長期

未収入金」（当事業年度末の残高は4,027千円）は、重

要性が乏しくなったため、投資その他の資産の「その

他」に含めて表示しております。 

  

―――――――― 

(損益計算書)  

１．前事業年度において営業外収益の「その他」に含め

て表示しておりました「受取賃貸料」は、営業外収益

総額の100分の10を超えたため、当事業年度より区分掲

記しました。なお、前事業年度の営業外収益の「その

他」に含まれる「受取賃貸料」は、211千円でありま

す。 

２．前事業年度において営業外費用の「その他」に含め

て表示しておりました「租税公課」は、営業外費用総

額の100分の10を超えたため、当事業年度より区分掲記

しました。なお、前事業年度の営業外費用の「その

他」に含まれる「租税公課」は、2,744千円でありま

す。 

３．前事業年度において特別損失の「その他」に含めて

表示しておりました「店舗閉鎖損失」は、重要性が増

したため、当事業年度より区分掲記しました。なお、

前事業年度の特別損失の「その他」に含まれる「店舗

閉鎖損失」は、28,799千円であります。  

―――――――― 
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（９）財務諸表に関する注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度 
（平成22年９月30日現在） 

当事業年度 
（平成23年９月30日現在） 

※１．担保資産及び担保付債務 

    担保に供している資産は、次のとおりであります。

※１．担保資産及び担保付債務 

    担保に供している資産は、次のとおりであります。

土地 千円373,000 土地 千円373,000

    担保付債務は、次のとおりであります。     担保付債務は、次のとおりであります。 

債務保証    千円33,050 債務保証    千円32,550

※２．有形固定資産には以下の遊休固定資産が含まれてお

ります。 

土地    千円147,188

※２．有形固定資産には以下の遊休固定資産が含まれてお

ります。 

土地    千円129,591

 ３．偶発債務 

次の会社について、金融機関からの借入に対し債務

保証を行っております。 

 ３．偶発債務 

次の会社について、金融機関からの借入に対し債務

保証を行っております。 

保証先 株式会社ドナテロウズジャパン 

金額 千円 33,050

内容 借入債務 

保証先 株式会社ドナテロウズジャパン 

金額 千円 32,550

内容 借入債務 

（損益計算書関係）

前事業年度 
（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成22年10月１日 
至 平成23年９月30日） 

※１．その他の売上高は、次のとおりであります。 ※１．その他の売上高は、次のとおりであります。 

FCロイヤリティ収入      千円11,371

FCその他収入    千円26,993

計        千円38,364

加盟店ロイヤリティ収入      千円8,238

加盟店その他収入    千円9,305

計        千円17,544

※２．その他の原価は、次のとおりであります。 ※２．その他の原価は、次のとおりであります。 

FCその他原価       千円29,343 加盟店その他原価       千円6,438

※３．販売費及び一般管理費の主なもの ※３．販売費及び一般管理費の主なもの 

運賃及び保管料等       千円549,063

給与手当        千円246,716

雑給         千円337,905

地代家賃        千円347,619

減価償却費 千円72,108

貸倒引当金繰入額 千円1,966

運賃及び保管料等       千円357,357

給与手当        千円198,664

雑給         千円321,482

地代家賃        千円398,811

減価償却費 千円63,474

貸倒引当金繰入額 千円245

おおよその割合 おおよその割合 

販売費  ％86.2

一般管理費 ％13.8

販売費  ％83.1

一般管理費 ％16.9

※４．固定資産売却益の内容 

機械及び装置         千円9,061

※４．固定資産売却益の内容 

土地         千円6,727

機械及び装置         千円271

車両運搬具         千円110

工具、器具及び備品         千円26

※５．固定資産除却損の内容 

工具、器具及び備品 千円49

※５．固定資産除却損の内容 

建物附属設備  千円363

車両運搬具 千円0

工具、器具及び備品 千円161

ソフトウェア 千円697

電話加入権 千円543

撤去費用 千円2,427
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前事業年度（自 平成21年10月１日 至 平成22年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

  （注） 普通株式の株式数の増加600株は、ストック・オプションの行使によるものであります。 

  

２．新株予約権に関する事項 

  （注） １．第２回転換社債型新株予約権付社債の目的となる株式の数は、転換社債型新株予約権付社債の残高を新株

予約権の行使価額（転換価額）で除して得られた数を記載しております。 

      ２．第２回転換社債型新株予約権付社債の新株予約権の減少は、転換社債型新株予約権付社債の全部償還によ

るものであります。 

前事業年度 
（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成22年10月１日 
至 平成23年９月30日） 

※６．減損損失 ―――――――― 

場所 用途 種類 
減損損失 

（千円） 

営業店舗 
小売事業用 

２店舗 

建物、長期前

払費用 
4,379

合計     4,379

  

 当社は、減損の兆候を判定するにあたっては、原

則として、工場、営業店舗及び本社等の共用資産に

分類し、それぞれにおいて独立したキャッシュ・フ

ローを生成する最小単位にグルーピングしておりま

す。 

 小売事業用直営店舗については、退店の意思決定

をしたことにより、帳簿価額を回収可能価額まで減

額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上

しております。 

 その内訳は、小売事業用２店舗 千円（内、

建物 千円及び長期前払費用 千円）であり

ます。 

 なお、営業店舗の回収可能価額は、今後の営業活

動から生じるキャッシュ・フローがマイナスとなる

と見込まれ、かつ、正味売却価額の見積りが困難で

あることから、備忘価額で評価しております。 

4,379

1,829 2,549

  

―――――――― ※７．特別損失の災害による損失は、震災に伴う原材料の

廃棄損及び操業停止期間に関わる固定費であります。

（株主資本等変動計算書関係）

  
前事業年度末株式数

（株） 
当事業年度増加株式数

（株） 
当事業年度減少株式数 

（株） 
当事業年度末株式数

（株） 

普通株式  143,166 600  － 143,766

合計 143,166 600  － 143,766

区分  新株予約権の
内訳  

新株予約権の
目的となる 
株式の種類  

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
当事業年度末
残高（千円） 

前事業年度末
当事業年度

増加 
当事業年度

減少 当事業年度末 

提出会社  
第２回転換社債型 

新株予約権付社債 
普通株式 13,324 － 13,324  － －

合計 - 13,324 － 13,324  － －
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当事業年度（自 平成22年10月１日 至 平成23年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

  （注） 普通株式の株式数の増加600株は、ストック・オプションの行使によるものであります。 

  

前事業年度（自 平成21年10月１日 至 平成22年９月30日） 

該当事項はありません。  

  

当事業年度（自 平成22年10月１日 至 平成23年９月30日） 

該当事項はありません。  

  

 リース取引、金融商品、有価証券、デリバティブ取引、関連当事者との取引、税効果会計、退職給付、ストック・オ

プション等、企業結合等、賃貸等不動産に関する注記については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考え

られるため開示を省略しております。 

  

当事業年度（自  平成22年10月１日  至  平成23年９月30日） 

１．報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

当社は、「三代目茂蔵」工場直売所の直営店による小売事業を中心に事業活動を展開しております。従いま

して、当社は、「小売事業」及び「その他事業」の２区分を報告セグメントとしております。なお、「その他

事業」は、小売加盟店及び業務用得意先への卸売事業であります。 

  

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントごとの会計処理の方法は「重要な会計方針」における記載と概ね同一であり

ます。また、報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。  

  

  
前事業年度末株式数

（株） 
当事業年度増加株式数

（株） 
当事業年度減少株式数 

（株） 
当事業年度末株式数

（株） 

普通株式  143,766 600  － 144,366

合計 143,766 600  － 144,366

（キャッシュ・フロー計算書関係）

前事業年度 
（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成22年10月１日 
至 平成23年９月30日） 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

 （平成22年９月30日現在）  （平成23年９月30日現在）

  

現金及び預金勘定     千円46,451

現金及び現金同等物       千円46,451

現金及び預金勘定     千円114,594

現金及び現金同等物       千円114,594

（持分法損益等）

（開示の省略）

（セグメント情報等）

ａ．セグメント情報
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３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

前事業年度（自 平成21年10月１日 至 平成22年９月30日） 

（単位：千円）

（注）１．調整額の内容は、以下のとおりであります。 

(１)セグメント損益の調整額は、各報告セグメントには配賦していない全社費用であります。全社費

用は報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

(２)セグメント資産の調整額は、各報告セグメントには配賦していない全社資産であります。全社資

産は主に報告セグメントに帰属しない現金及び預金、投資有価証券、繰延税金資産及び管理部門

に係る資産等であります。 

(３)減価償却費の調整額は、全社資産に係る減価償却費であります。 

(４)有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は、全社資産に係る増加額であります。  

２．セグメント利益又は損失は損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

当事業年度（自 平成22年10月１日 至 平成23年９月30日） 

（単位：千円）

  

報告セグメント
調整額 
（注１） 

合計
（注２） 

小売事業 その他事業 計

売上高           

外部顧客への売上高  3,423,228  2,401,928  5,825,157  -  5,825,157

セグメント間の内部売上高又は振

替高 
 -  -  -  -  -

計  3,423,228  2,401,928  5,825,157  -  5,825,157

セグメント利益又は損失（△）  243,928  240,894  484,822  △280,859  203,962

セグメント資産  1,050,107  865,838  1,915,946  421,448  2,337,394

その他の項目  

 減価償却費  97,810  54,289  152,100  13,716  165,816

 有形固定資産及び無形固定資産の

増加額 
 117,679  9,897  127,577  740  128,318

  

報告セグメント
調整額 
（注１） 

合計
（注２） 

小売事業 その他事業 計

売上高           

外部顧客への売上高  4,512,419  743,671  5,256,090  -  5,256,090

セグメント間の内部売上高又は振

替高 
 -  -  -  -  -

計  4,512,419  743,671  5,256,090  -  5,256,090

セグメント利益又は損失（△）  169,455  94,616  264,071  △274,067  △9,995

セグメント資産  1,380,718  328,503  1,709,222  474,397  2,183,619

その他の項目  

 減価償却費  137,466  21,079  158,546  3,025  161,571

 有形固定資産及び無形固定資産の

増加額 
 37,630  141  37,772  5,476  43,248
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（注）１．調整額の内容は、以下のとおりであります。 

(１)セグメント損益の調整額は、各報告セグメントには配賦していない全社費用であります。全社費

用は報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

(２)セグメント資産の調整額は、各報告セグメントには配賦していない全社資産であります。全社資

産は主に報告セグメントに帰属しない現金及び預金、投資有価証券、繰延税金資産及び管理部門

に係る資産等であります。 

(３)減価償却費の調整額は、全社資産に係る減価償却費であります。 

(４)有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は、全社資産に係る増加額であります。 

２．セグメント利益又は損失は損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

当事業年度（自  平成22年10月１日  至  平成23年９月30日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

 セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。  

   

２．地域ごとの情報 

(１) 売上高 

 本邦以外の外部顧客への売上高がないため、記載を省略しております。  

  

(２) 有形固定資産 

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、記載を省略しております。 

  

３．主要な顧客ごとの情報 

 損益計算書の売上高に占める割合が10％を超える顧客がないため、記載を省略しております。 

  

当事業年度（自  平成22年10月１日  至  平成23年９月30日） 

該当事項はありません。 

  

当事業年度（自  平成22年10月１日  至  平成23年９月30日） 

該当事項はありません。 

  

当事業年度（自  平成22年10月１日  至  平成23年９月30日） 

該当事項はありません。 

  

（追加情報） 

当事業年度（自  平成22年10月１日  至  平成23年９月30日） 

 当事業年度より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３月27日）及

び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20年３月21日）

を適用しております。 

  

ｂ．関連情報

ｃ．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

ｄ．報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報

ｅ．報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報
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（注）１株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（１株当たり情報）

前事業年度 
（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成22年10月１日 
至 平成23年９月30日） 

１株当たり純資産額 円9,546.45

１株当たり当期純利益金額 円1,439.56

１株当たり純資産額 円9,325.94

１株当たり当期純損失金額 円249.49

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失で

あるため記載しておりません。 

  
前事業年度

（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成22年10月１日 
至 平成23年９月30日） 

当期純利益又は当期純損失（△）(千円)  206,774  △35,985

普通株主に帰属しない金額(千円)  －  －

普通株式に係る当期純利益 

又は当期純損失（△）(千円) 
 206,774  △35,985

 期中平均株式数(株)  143,638  144,234

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含まれな

かった潜在株式の概要 

平成14年５月14日 

臨時株主総会特別決議 

新株予約権 

(ストック・オプション)  株 3,600

平成14年５月14日 

臨時株主総会特別決議 

新株予約権 

(ストック・オプション)  株 1,200

（重要な後発事象）

前事業年度 
（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成22年10月１日 
至 平成23年９月30日） 

──────  平成23年８月５日開催の取締役会において決議いたしま

したとおり、当社は平成23年10月１日に、水海道工場及び

小山工場の２工場における生産を全て外部の新設協力企業

に移管・委託いたしました。 

（１）生産委託の理由 

 当社は製造小売（豆腐版ＳＰＡ）事業の原点である

商品の企画・開発・販売に注力し、店舗・人材に経営

資源を集中することにより小売事業を拡大させ、企業

価値を高めていくことが課題であると考えておりま

す。 

 そのためには、当社が商品の企画・開発・販売に特

化することが条件であり、水海道工場及び小山工場に

おける生産を協力企業に委託し、固定費を変動費化す

ることが効果的であると見込んでおります。 

（２）生産委託が与える影響 

 今回の生産委託に伴い、水海道工場の従業員32名及

び小山工場の従業員14名は協力企業に転籍しておりま

す。また、工場の不動産については協力企業へ賃貸

し、製造設備（水海道工場77,119千円、小山工場

58,587千円）については帳簿価額にて売却しておりま

す。 

 なお、当該生産委託が翌事業年度の業績に与える影

響は未確定であります。  
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①代表者の異動 

該当事項はありません。 

  

②その他の役員の異動（平成23年12月15日付予定） 

・新任取締役候補 

取締役    田淵 茂 （現 管理本部長兼総務部長） 

取締役    関根 雅之（現 商品開発部長） 

・退任予定取締役 

 取締役    中山 文博 

・新任補欠監査役候補 

 補欠監査役  鈴木 英行  

  

該当事項はありません。 

  

５．その他

（１）役員の異動

（２）その他

㈱篠崎屋(2926)　平成23年９月期　決算短信〔日本基準〕(非連結)

25




